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（百万円未満切捨て） 
１．平成23年９月期第３四半期の連結業績（平成22年10月１日～平成23年６月30日） 
（１）連結経営成績（累計）                                                  （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円         ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％

23年 ９月期第３四半期 5,786 △15.6 △894  － △851  － △539  －
22年 ９月期第３四半期 6,859  △3.4 65    － 87    － 14    －

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

 円   銭 円   銭

23年 ９月期第３四半期 △59.52 －
22年 ９月期第３四半期 1.59 －

 
（２）連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

23年 ９月期第３四半期 12,585 9,236 71.1 988.15
22年 ９月期 12,484 9,875 76.4 1,052.87

(参考)自己資本 23年９月期第３四半期        8,952 百万円 22年９月期     9,539 百万円 

 
２．配当の状況 

年間配当金    
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期  末 合  計    

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭   
22年 ９月期 － 0.00 － 6.00 6.00   
23年 ９月期 － 0.00 －   

23年 ９月期(予想)   2.00 2.00   

(注)当四半期における配当予想の修正有無 ：有 

 
３．平成23年９月期の連結業績予想（平成22年10月１日～平成23年９月30日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 円   銭

通  期 8,500 △20.6 △800  － △700  － △600  － △66.23

(注)当四半期における業績予想の修正有無 ：有 



 

４．その他  （詳細は、【添付資料】P.３「その他の情報」をご覧ください。） 
 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

 新規 －社 (社名)  、除外 －社 (社名)  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 
 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：無 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 
 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有 

② ①以外の変更 ：有 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原

則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 
 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年９月期３Ｑ 9,416,000株 22年９月期 9,416,000株

② 期末自己株式数 23年９月期３Ｑ 356,629株 22年９月期 355,944株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 23年９月期３Ｑ 9,059,697株 22年９月期３Ｑ 9,060,612株

 
 
（※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示） 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点におい

て、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは終了しておりません。 
 
（※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項） 

上記の予想は、本資料の発表日において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の実績は、今後のさまざまな要因により異

なる結果となる可能性があります。 
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間の国内のインフラ投資については３月に発生した東日本大震災の被災地の復旧・復興

が始まりました。第一弾として損壊河川や道路等の復旧費や仮設住宅の建設費などを中心とした約４兆円の第一次

補正予算が５月に成立し執行されています。今夏以降、本格的な震災復興に向けて切れ目のない予算措置が予定さ

れており、建設コンサルタントも大きな役割が期待されているところです。 

 当第３四半期累計期間の当社グループの受注は、前年同四半期を上回りましたが、業績につきましては期首繰越

受注残高が前期首より減少した影響が大きく、前年同四半期を下回りました。 

 当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の業績といたしましては、受注高は63億69百万円（前年同

四半期連結累計期間比4.7％増）売上高は57億86百万円（同15.6％減）となりました。 

 利益面では、営業損失８億94百万円（前年同四半期連結累計期間65百万円の営業利益）、経常損失８億51百万円

（前年同四半期連結累計期間87百万円の経常利益）、四半期純損失５億39百万円（前年同四半期連結累計期間14百

万円の四半期純利益）となりました。 

 また、当第１四半期連結累計期間より、マネジメント・アプローチの考え方に基づく、「セグメント情報等の開

示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用し、新たに、報告セグメント（開示セグメ

ント）を決定しております。   

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成を取締役会が経営の決定及び業績を評価するために分類

したものであります。 

 事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

〔コンサルタント事業〕 

 当社グループの主力事業でありますコンサルタント事業の当第３四半期連結累計期間の状況は、受注高60億10百

万円、売上高55億57百万円となりました。 

〔サービスプロバイダ事業〕 

 当第３四半期連結累計期間の受注高は３億13百万円、売上高２億４百万円となりました。 

〔プロダクツ事業〕 

 当第３四半期連結累計期間の受注高は45百万円、売上高23百万円となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末の資産合計は125億85百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億円増加いたしまし

た。流動資産合計は61億４百万円となり、１億47百万円増加いたしました。主な要因は、完成業務未収入金の減少４

億69百万円、未成業務支出金の増加５億70百万円等であります。固定資産合計は64億81百万円となり、46百万円減少

いたしました。有形固定資産は35億68百万円となり、65百万円減少いたしました。投資その他の資産は27億95百万円

となり、36百万円増加いたしました。 

 当第３四半期連結会計期間末の負債合計は33億48百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億39百万円増加いたし

ました。流動負債合計は23億48百万円となり、３億98百万円増加いたしました。主な要因は業務未払金の減少１億９

百万円、未払費用の減少１億１百万円、未成業務受入金の増加９億14百万円等であります。固定負債合計は10億円と

なり、３億41百万円増加いたしました。主な要因は長期借入金の増加３億14百万円等であります。 

 当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は92億36百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億38百万円減少いた

しました。主な要因は、当四半期純損失５億39百万円の計上等であります。 

 以上により、自己資本比率は、前連結会計年度末の76.4％から71.1％となり5.3ポイント減少いたしました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

㈱長大　（9624）　平成23年９月期　第３四半期決算短信

－2－



（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当社は、平成23年7月29日開催の取締役会において、最近の業績の動向等を踏まえ、平成22年11月30日に公表し

た平成23年9月期（平成22年10月1日～平成23年9月30日）の通期業績予想を下記のとおり修正することを決議しま

したので、お知らせいたします。 

（通期）  

  

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 会計処理基準に関する事項の変更 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 なお、これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であります。 

  

② 表示方法の変更 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

  

③ 税金費用の計算方法の変更 

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間までは連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりました

が、当期の実績見込みが損失であることから、実効税率の合理的な見積が困難となったため、当第３四半期連結

累計期間より簡便的な取扱いを含む年度決算と同様の方法に変更しております。なお、この変更による影響額に

つきましては、見積実効税率の合理的な算定が困難であり、従来の方法によった場合の金額の算定が不可能であ

るため、記載を省略しております。  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

   百万円 百万円 百万円 百万円  円 銭

前回発表予想（A）  9,800  200  250  120  13.25

今回修正予想（B）  8,500  △800  △700  △600  △66.23

増減額（B－A）  △1,300  △1,000  △950  △720  －

増減率（％）  △13.3  －  －  －  －

前期実績  10,711  367  375  297  32.88

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,137 3,371

受取手形及び完成業務未収入金 316 772

商品 169 40

未成業務支出金 2,045 1,475

繰延税金資産 91 197

その他 350 103

貸倒引当金 △7 △3

流動資産合計 6,104 5,956

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,591 1,637

土地 1,900 1,900

その他（純額） 76 95

有形固定資産合計 3,568 3,633

無形固定資産 116 134

投資その他の資産   

投資有価証券 602 705

長期預金 100 100

繰延税金資産 1,151 742

保険積立金 513 761

その他 527 551

貸倒引当金 △99 △102

投資その他の資産合計 2,795 2,759

固定資産合計 6,481 6,527

資産合計 12,585 12,484

負債の部   

流動負債   

業務未払金 195 304

1年内返済予定の長期借入金 57 －

未払法人税等 39 81

未払費用 351 452

未成業務受入金 1,478 563

受注損失引当金 45 81

その他 180 464

流動負債合計 2,348 1,949

固定負債   

長期借入金 314 －

退職給付引当金 634 592

負ののれん 20 25

その他 30 41

固定負債合計 1,000 658

負債合計 3,348 2,608
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,107 3,107

資本剰余金 4,871 4,871

利益剰余金 1,131 1,724

自己株式 △88 △87

株主資本合計 9,021 9,615

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △69 △76

評価・換算差額等合計 △69 △76

少数株主持分 284 336

純資産合計 9,236 9,875

負債純資産合計 12,585 12,484
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高 6,859 5,786

売上原価 4,711 4,511

売上総利益 2,148 1,275

販売費及び一般管理費 2,082 2,169

営業利益又は営業損失（△） 65 △894

営業外収益   

受取利息 13 9

受取配当金 5 6

保険返戻金 － 17

和解金 10 －

雑収入 27 40

営業外収益合計 58 74

営業外費用   

支払利息 17 19

投資事業組合運用損 8 8

為替差損 6 0

雑損失 4 3

営業外費用合計 36 31

経常利益又は経常損失（△） 87 △851

特別利益   

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失   

投資有価証券評価損 20 －

割増退職金 4 －

固定資産除却損 － 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4

その他 － 1

特別損失合計 25 8

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

62 △860

法人税等 50 △272

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △587

少数株主損失（△） △3 △48

四半期純利益又は四半期純損失（△） 14 △539
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該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

株式売買契約の締結について 

 当社は平成23年７月６日開催の臨時取締役会において、土質・地質調査及び環境公害調査を主業務とする基礎

地盤コンサルタンツ株式会社の全株式を取得することを決議し、同社の親会社である日本リバイバル・パートナ

ーズ株式会社と株式譲渡契約を締結いたしました。これにより、同社は、平成23年７月29日付で当社の100％子

会社となりました。 

  

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、取得し

た議決権比率及び取得企業を決定するに至った主な根拠 

 ①被取得企業の名称 

基礎地盤コンサルタンツ株式会社 

②被取得企業の事業内容  

主に、土質・地質調査及び環境公害調査  

③企業結合を行った主な理由 

 当社は、長大橋梁の設計をはじめ数多くの橋梁・道路の設計、都市・交通の調査・分析・計画、環境アセ

スメント、情報システム開発、ＰＰＰ/ＰＦＩ等の業務を通して、インフラ整備を技術的に支えて参りまし

た。 

 一方、今回子会社化する基礎地盤コンサルタンツ株式会社は、地盤工学のパイオニアコンサルタントとし

て、土質・地質調査の分野を中心に、設計、施工管理から、環境、防災、保全にいたるまで、幅広い実績を

持っております。また、国内のみならず東南アジアにも多くの実績と強固な顧客基盤を有しております。 

 当社と基礎地盤コンサルタンツ株式会社は、事業領域、顧客基盤ともに重複が少ないことが特徴です。そ

のため基礎地盤コンサルタンツ株式会社が当社グループに加わることで、技術提案力が飛躍的に向上し、相

互の顧客基盤に対して従来以上に多様かつ高度なサービスを提供することが可能となります。 

 とりわけ、東日本大震災の復旧・復興や、また財政難や少子高齢化・人口減少の中で社会資本整備の在り

方が改めて問われている我が国の現状を踏まえると、土質・地質調査から設計・施工管理までを一貫して取

り組む意義は極めて高く、今後期待される社会的要請にも広く応え得る体制を整備できるものと考えており

ます。 

 今後は、コスト削減、増収・増益といったシナジー効果を早期に実現するとともに、社会的利益にも貢献

することを目的に取り組んで参る所存であり、株主、顧客、債権者、さらには社会も含めたあらゆるステー

クホルダーの利益を最大化させるべく業務に邁進する所存であります。 

 なお、株式取得後は、基礎地盤コンサルタンツ株式会社の経営体制強化と、当社との連携によるシナジー

効果を早期に実現するため、当社から基礎地盤コンサルタンツ株式会社に対して、取締役と監査役をそれぞ

れ１名派遣します。 

④企業結合日 

平成23年７月29日 

⑤企業結合の法的形式  

株式取得  

⑥取得した議決権比率 

取得前の議決権比率 －％ 

取得後の議決権比率 100％ 

２. 被取得企業の取得の対価 700百万円 

３. 資金調達方法 銀行借入  

  

台風６号による被害の発生について 

 平成23年７月19日に西日本に上陸いたしました台風６号により、当社連結子会社であります日本自動車道㈱匿

名組合が所有する有料観光道路「伊吹山ドライブウェイ」におきまして土石流が発生しました。 

 現在、営業を見合わせており、復旧に向けて全力で取り組んでおります。 

 なお、財政状態および経営成績に与える影響額については現時点では算定が困難でありますが、当連結会計年

度において、営業収益の減少とともに復旧に係る費用等の発生が見込まれます。  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（５）重要な後発事象
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